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0．大学が実施可能な支援における 3つの段階
大学が発達障害の学生への支援を行う上で，当該の学生に対して行われる支
援内容を判断する基準としては，3つの段階があると考えられている。一つ目
の段階は「普段の行動から発達障害の可能性が想定され本人や保護者が支援を
求めてきた場合」や「本人が障害を認識せず自主的な申し出がないものの，周
囲の人間が何らかの困難を感じている場合」であり，診断書や専門家の意見は
必要としない段階である。二つ目の段階は「（療育手帳や精神障害者保健福祉
手帳といった）手帳や診断書などの公的な証明はなされていないものの，校医
や学生相談室などの学内の専門家の意見で発達障害の可能性がかなり高いと思
われる場合」で，大学に所属する専門家の意見が反映される段階である。そし
て三つ目の段階は「専門医を受診し，発達障害の診断を受け，障害であること
の証明（先述の手帳のほか，医師からの診断書等）がある場合」という公的な
証明書が存在する段階である（佐藤・高橋・福田・米山，2009）。
大学における発達障害者支援を考えたとき，特に問題となるのは公平性との
兼ね合いや予算措置が必要とされるような支援が行われる場合である。なぜな
らば，「なぜその支援が行われるのか」という支援に関する根拠の明確化が求
められるためである（佐藤，2006）。公平性との兼ね合いが関係してくるもの
としては，まず入学試験や入学後の単位認定が挙げられる。また，予算措置が
関係してくるものとしては，ノートテイクが代表的なものとして挙げられる。
順次これらの問題について考察を行っていく。
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1．入試時における特別措置に関わる課題
入試時における特別措置のモデルとして広く認められたものに，センター試
験の特別措置がある。このセンター試験における障害者への特別措置を具体的
に見てみると，別室受験，試験時間の延長，試験用紙の拡大コピー，拡大鏡の
使用，代替方法による解答（点字解答），代筆解答，注意事項等の文書による
伝達，試験場への乗用車による入構，洋式トイレに近接する試験室への指定，
座席を試験室の出入り口の近いところへ指定，といった対応がとられている
（独立行政法人大学入試センター適性試験課，2010）。
これらは主に視覚障害，聴覚障害，肢体不自由，病弱といった障害をもつ受
験生を対象に設定されたものであるが，精神障害や発達障害をもつ受験生にお
いても「その他」という枠組みで特別措置が認められる場合がある。また，各
私立大学においてもこの規準を参考にしながらも独自の基準で特別措置を認め
る場合が出てきている。当然，こうした特別措置を申請する際には医師の診断
書や手帳といった障害を証明する書類の提出が必要となるが，これらの証明書
を提出することによって，精神障害や発達障害の受験生に対しても受験時にお
いて特別措置がなされることになる。
しかしながら，認められる特別措置としては先述のセンター試験の例では，
「その他」の枠組みでは別室受験，洋式トイレに近接する試験室への指定，座
席を試験室の出入り口の近いところに指定，という 3点しか規定されておら
ず，その他の特別措置は規定されていない。ところが発達障害の特性を考えた
とき，視覚障害や聴覚障害の受験者に認められているような特別措置の中に
は，それを認めることによって，発達障害者がもつ学力を十分に発揮できるの
ではないかと思われるものも少なくない。たとえば，試験用紙の拡大コピーと
いう特別措置を導入すれば，読字障害を主症状とする LD は読み飛ばしや行
間違い，あるいは複雑な漢字の認識等において問題が軽減できるであろうし，
書字障害を主症状とする LD においては解答欄が大きくなることで，解答の
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記入における負担が大幅に軽減できるであろう。また聴覚からの入力情報処理
に問題のある LD や注意障害のある ADHD などは，注意事項等の文書による
伝達という形式の方が口頭による指示よりも理解されやすいことは明らかであ
る（なお，現在においても試験問題の正誤情報などは黒板に記載されるほか，
希望者には同様の内容が記載された手持ち用紙を試験監督者が直接本人に提示
するという対応はとられている）。また，広汎性発達障害をもつ者の中には知
覚特性から触覚や聴覚に過敏な傾向があるために，公共交通機関を利用するこ
とが難しい者がいる。特に気分を切り替えることが難しい者の場合には，試験
会場に着くまでのそうしたストレスフルな状況が試験の出来に影響を及ぼすこ
とも考えられる。そうした場合，試験場への乗用車による入構といった措置も
検討される必要があろう。なお，知覚過敏という障害特性からすれば，耳栓の
使用許可という対応も有効であると考えられる。
以上述べてきたような別室受験以外の特別措置（問題・解答用紙の拡大コピ
ー，注意事項等の文書による伝達，試験場への乗用車による入構）は本人から
の申請がなされ，その必要性が認められれば，比較的実行されやすいものでは
ないかと思われる。一方，試験時間の延長や代筆解答，またはパソコンやワー
プロといった代替方法による解答といった特別措置が認められることは現状と
しては困難であろう。この理由としては先述の公平性の観点から大学側が実施
に否定的であることが考えられる。たとえば，視覚障害については試験時間の
延長という特別措置の判断基準として「点字による教育を受けている者」「良
い方の眼の矯正視力が 0.15以下の者」「両眼による視野について視能率による
損失率が 90％以上の者」「上記以外で解答用紙にマークすることが困難な者」
「上記以外の視覚障害者」という障害の程度に応じた細かい区分が設定されて
おり，それぞれ認められる特別措置の内容が異なっている。しかしながら発達
障害の場合，証明書に記載されるのは診断名だけであり，障害の程度を指標と
した判断を行うことは困難である。そのため，大学側も特別措置は公平性に影
響を及ぼさないと思われる範囲で承認を下すという形を取らざるを得ないもの
と考えられる。
５７大学における発達障害者支援の課題
なお，独立行政法人日本学生支援機構が 2009年に公表した「平成 20年度
（2008年度）大学，短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学
支援に関する実態調査結果報告書」では，調査対象となった全 1218校（大学
757校，短期大学 397校，高等専門学校 64校）中，入学試験（一般入試，AO
入試，推薦入試，障害者特別入試）において特別措置を受けて合格しその後入
学した発達障害者は 10名（大学 9名，短期大学 0名，高等専門学校 1名）と
なっている。同年に特別措置を受けて合格し入学した発達障害者以外の障害者
数が 678名という点を考えると，障害者全体に占める発達障害者の割合は約
0.01％ということになり，まだまだ非常に少ないという印象を受ける（独立
行政法人国立特別支援教育総合研究所，2009）。入試時に特別措置を受けた発
達障害者の入学者数が少ない理由としては，特別措置を受けたが合格すること
ができなかった者が多数含まれていることが考えられる。この点を明らかにす
るためには，入学者数だけではなく，障害種別による特別措置申請数を比較す
る必要がある。また，受験生やその保護者に発達障害が入試時の特別措置の対
象となりうるという知識・情報が不足していたことも考えられる。この点につ
いては入試要項に掲載する特別措置の説明文に対象となる障害種別を記載する
とともに発達障害をそこに明記するといった対策が求められよう。またそのほ
かの理由としては，もしかすると大学側が発達障害を特別措置の対象としては
認識していない場合もあるのかもしれない。
しかしながら，2006年の学校教育法の一部改正や 2005年に施行された発
達障害者支援法における条文において，大学等の高等教育機関における発達障
害者支援は法的義務として明記されており，大学側の方も入試段階からどのよ
うな支援が可能なのかについて検討を進めていかなければならない。そのため
にも，大学側が発達障害をもつ学生の存在についてさらに認識を深めていく必
要がある（佐々木・梅永，2010）。
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2．入学後の単位認定に関わる課題
佐藤ら（2009）が提示した段階別支援検討では，学習支援で公的証明書が
必要なものとして，「優先履修登録」「ノートテイク」「定期試験からレポート
への代替」「定期試験における解答手段の変更（口頭試問形式やパソコン筆
記）」「レポートの提出期限の延長」「定期試験における別室受験」などが挙げ
られている。このうち，ノートテイクについては予算措置が必要という観点か
ら，公的証明書の提出が必須とされているが（ノートテイクについては後述），
他の支援に関しては，公平性の観点から公的証明書の提出が必要と判断された
ものである。
上記のうち優先履修登録とは，発達障害の特性から修学上特に困難が予想さ
れる科目を避け，本人が履修しやすい科目を優先的に登録することを認める制
度である。たとえば語学系の科目や実習系科目，演習科目などが該当する場合
が多いとされている。その理由は，こうした科目群は主にクラス指定科目とし
て設定されたり，ゼミ分属の結果割り振られることが多く，本人の希望が反映
されることが少ないためである。担当教員との相性が合わない場合や授業形式
が本人の特性に合わない場合（たとえば授業形式が討論中心であったり，個人
でテーマ設定が求められるなど），発達障害学生はストレスが溜まり不適応状
態に陥りやすい。そのため，事前に本人の障害特性に比較的合致した形式の授
業を優先的に履修登録させることで，本人の負担を減らそうという制度であ
る。この制度については，海外において障害学生に対して優先的に履修登録を
認めていることがあり（パーマー，2007），日本においても導入が検討される
べきという意見がある（佐藤ら，2009）。しかしながら，こうした制度の対象
とはならない一般学生からは，自分たちが履修を希望する授業の定員が減らさ
れることにもなるため，不公平感を抱かれる恐れがある。
また，定期試験に関わる項目やレポート提出に関わる項目については，まさ
に単位認定という公平性に直結した問題であるために，大学側も細心の注意を
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もって判断することが求められる。
しかしながら，こうした支援が全く実施できていない訳ではない。先述の独
立行政法人日本学生支援機構（2009）による調査では，発達障害学生に授業
支援を行ったと回答した 100校のうち，試験時間延長・別室受験を行った学
校が 20校，解答方法配慮を行った学校が 9校という結果になっている。前年
の調査ではそれぞれ 6校ずつだったことを考え合わせると徐々にではあるが，
単位認定に関わる部分でも支援が広がりつつあると言えるだろう。問題は，こ
うした支援が「妥当で必要なものである」という啓蒙をほかの一般学生にも伝
えていくことであり，支援を受ける学生が気兼ねすることがなく，当然の権利
としてそうした支援が受けられるような雰囲気を学内に作っていくことが求め
られているといえる。
一方，教職員側の問題も指摘しておきたい。従来，大学における発達障害学
生支援では，教職員の発達障害に対する理解不足や認識不足が多数指摘されて
きた。しかしながら，近年では各大学においても教職員研修が頻繁に開催され
るようになったほか（独立行政法人日本学生支援機構，2010），マスメディア
においても発達障害が取り上げられる機会が増えてくるようになり，数年前に
比べて格段に教職員の認識は広まっていったと思われる。ところがその反面，
「発達障害」と聞いただけで安易に単位を与えたり，本人が困難さを感じてい
ない部分にまで過度に配慮をしたり，課題を免除してしまう教職員の存在が指
摘されてきている（佐藤ら 2009）。こうした対応は，むしろ発達障害学生にと
ってさまざまな事柄を学ぶ機会が失われることにもなり，長期的にも，また教
育的にも不適切な対応だと言わざるを得ない。基本的に発達障害者支援におい
ては「合理的配慮」という枠組みは守りつつ，教職員にとっても過重な負担に
ならず，また支援対象となる学生にとっても必要な支援が受けられるような体
制をケースバイケースで判断していくことが必要である。
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3．ノートテイクについての課題
ノートテイクとは，講義の内容や周りの様子を支援者がルーズリーフ用紙等
に筆記し，利用者に文字で伝える支援技術・方法である（独立行政法人日本学
生支援機構，2009）。最近では，ノートテイクの代わりにパソコンを使って利
用者に情報を伝達するパソコンテイクと呼ばれる方法も増えてきている。こう
した支援は主に聴覚障害者を対象に行われているが，発達障害学生にも対象を
広げつつあり，2007年度の実施校は 2校であったものが，2008年度は 5校
に増えている（なお，調査対象校数は 2007年度が 33校で，2008年度は 100
校であるが，実施率に換算するとそれぞれ 6.1％と 5％となり，実施率ベース
では低下している）。ちなみに同じ 2008年度の聴覚障害者に対するノートテ
イク・パソコンテイクの実施校は合計で 265校であった。おそらく，発達障
害学生にノートテイクを実施した大学は過去に聴覚障害学生に対してノートテ
イク・パソコンテイクを実施した経験があり，ノウハウがある分，発達障害学
生に対しても導入が比較的容易であったものと考えられる。
基本的にノートテイク・パソコンテイクを行う支援者はその大学に在籍する
大学生が担当する場合がほとんどである。当然，ノートテイカー，パソコンテ
イカーとしての活動を申し出てくる学生に対しては，まず初めにノートテイク
・パソコンテイクの実施方法や留意点を講義形式で伝えていかなければならな
い。またそれだけでなく，実習的な内容のトレーニングも必要となってくる。
こうした教育期間を経て，その学生はノートテイカー・パソコンテイカーとし
て登録され，必要に応じてそれぞれの授業に派遣されることになる。なお，授
業に派遣される場合には，ノートテイカーを担当する学生または担当部局から
授業担当教員に事前にノートテイクの授業中実施を連絡し，承認してもらう必
要がある。さらにこうした活動を行う学生に対して大学からアルバイト代名目
で賃金が支払われる場合には，公的資金を活用する関係上，支援を受ける学生
の側は障害を証明する書類を提出することが必要不可欠なものとなる。
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なお，ノートテイク・パソコンテイクはあくまでも本人が障害のために困難
さを感じている部分を補完することが目的であり，本人の代わりに授業を受講
することではない。従ってたとえば本人が授業を欠席した日などはノートテイ
ク・パソコンテイクを行うことはない。また利用者の受講態度が極めて悪い場
合にも，ノートテイク・パソコンテイクを行う必要はない。ところが，発達障
害学生の中には社会的文脈が読み取りにくかったり，注意の持続が困難という
特性から，ノートテイカー・パソコンテイカーの学生から誤解されるような態
度をとってしまう者も少なからず存在する。
たとえば，隣でノートテイカーがノートテイクを行っているにもかかわら
ず，居眠りをしていたり，内職をしているなどして，ノートテイカー学生の方
から苦情が出てきたり，直接担当学生に注意したことがきっかけでトラブルに
なったケースもある（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所・独立行政法
人日本学生支援機構，2007）。こうしたケースの場合，後日に当該の発達障害
学生を呼び出して事実確認をした後に具体的なレベルでの指導を行う必要があ
る。特に本人自身にそうした行為がもつ問題点や周囲への影響についての認識
が不十分な場合には，さらに時間をかけて説明を行っていかなくてはならな
い。
また通常はノートテイカー・パソコンテイカーは支援対象学生の隣に座るこ
とになっているが，発達障害学生自身が自分の障害を周囲に悟られたくないと
いう理由から並んで座ることに抵抗を示す者もいる。そうした場合には，両者
とも離れた席に座ってもらい，記録したノートを担当部局を介して渡してもら
うといった配慮を行う必要がある。ただし，その際には何故そうした対応を取
るのかについての明確な説明をノートテイカー・パソコンテイカーを担当する
学生にも伝えておかなければならない。
以上，入試時における特別措置，単位認定および予算措置を伴う支援である
ノートテイクに関する課題を見てきた。次項では，それ以外に大学における発
達障害者支援の課題として指摘されている 2つの課題について見ていくこと
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とする。その 2つの課題とは，「支援を望まない学生や保護者」への対応と最
近大学における支援形態として注目を浴びつつある「ピア・サポート制度」の
あり方についてである。
4．支援を望まない学生や保護者に関する課題
近年，特別支援教育が本格実施されてきたことで，中学校や高校において特
別な配慮を受けた経験をもつ受験生が増えつつある。それに伴い，入試や入学
後の大学側の対応について，問い合わせや申請をしてくる件数も増加傾向にあ
る（独立行政法人日本学生支援機構，2009）。こうした受験生やその保護者
は，それまでの経験から障害を隠すことよりもむしろ積極的に公表し，自分た
ちに必要な支援を権利として主張していった方が，適切であると認識している
ものと思われる（月森，2010）。逆に受験時において（必要性を認識している
にもかかわらず）障害による配慮を申し出て来ない場合や，合格後も入学まで
の期間に大学へ支援を要請してこない場合には，それまで受けてきた支援が意
味をなさなかったと評価していたり，逆に障害が知られたことでかえって不利
な扱いを受けてきた経験があるために，障害を公表することにためらいがある
と考えられる。
また，保護者は自分の子どもの障害を認識しているにもかかわらず，本人は
その事実を知らされないままに大学に入学してくるという事例も散見されてい
る。このような場合には，保護者の側から大学に相談があり，本人に対する支
援や配慮を求めてくる一方で，本人には告知しないままで対応することを同時
に求めてくるということがある。このような対応を求められても，当然，支援
ができる範囲は限られてしまい，むしろ本人にとって不利益を被る事態に陥っ
てしまうことになる。
大学に限らず，教育段階での発達障害児・者支援において最も重要なこと
は，本人の自己理解を促すことであり，自分の能力について客観的に理解し，
自分にとって必要な支援は何なのかを知ることにある。これによって，社会に
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出てから必要な場面や状況において他者に対して支援を要請することができる
ようになる。そのために必要なことは，支援対象学生自身がさまざまな支援を
受けることによって，支援を受けた場合と受けない場合とでどのような変化や
功利があるかを自分で経験してみることである。そしてたとえ支援付きであっ
たとしても，さまざまな活動を行うことができるという経験ができたとき，初
めて自分がもつ能力について理解ができ，また自らに必要な支援とは何かを知
ることができる。
一方，発達障害の診断を受け，なおかつ本人も自らの障害を知っていなが
ら，当該学生が自ら支援を断ってくる場合もある。この場合，特に支障なく本
人が学生生活を送ることができていれば，周囲が改めて積極的な支援を行う必
要はなく，状況を見守るという対応で十分であろう。実際，こうした学生は多
数存在しており，大学側も本人の障害名を把握してはいるが支援対象とは見な
していない。しかしながら大学側も場合によっては保護者の側も本人に特別な
支援の必要性を感じているにもかかわらず，本人がそうした支援を拒否してく
ることがある。このようなケースは，本人の状態から今後，大学生活や日常生
活においてさまざまな問題が発生することが十分に予想されるか，あるいはす
でに問題が生じているものである。本人が支援を受けることに抵抗し続ける理
由としては，さまざまな問題が自分の周囲で発生していることを本人自身が十
分に理解できていないか，あるいは理解しつつあるものの，障害受容に対する
抵抗感が背景にあるためだと考えられる。
こうしたケースの場合，大学として本人からの申請が出されないままに支援
を実施することは一考を要するだろう。場合によっては支援が行われた後に，
本人が「自分の意向が無視された」として大学側に対して感情的に抗議してく
るかもしれず，かえって本人との関係が悪化し，さらに障害受容についてもま
すます困難になってしまうかもしれない。このような状況になると本人との関
係修復も難しいものとなり，場合によっては保護者を巻き込んだ形で問題がこ
じれてしまう恐れがある。
また，本人に気づかれないように支援を行うこともさまざまな問題がある。
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本人に気づかれないような支援とは，たとえば担当教員が受講者に課題に関す
る指示を行う際に，それまで口頭で行っていたものを指示内容について明示し
たレジュメを配付する形に変更したり，パワーポイント等で手順を視覚的に提
示したり，本人の傍らにさりげなくティーチングアシスタント（TA）を配置
させるといったものが含まれる。こうした支援を行うことで本人は学習活動に
より参加しやすくなるであろうが，この状況は本人の問題意識から設定された
ものではないため，表面的には問題が無くなったとしても，なぜ自分がこうし
た活動が可能であったのかについての自覚を促すことには繋がらず，単に問題
を先送りするだけとなり解決には結びつかないかもしれない。つまり，教育的
観点からすれば本人の自己理解を促すという最も大切な働きかけが行われない
ということになる。
基本的に大学生である以上，本人が支援を受けないという選択をした場合に
は，その結果において自分自身が不利益を被ることがあったとしても，それは
当該学生自身が責任を負わなければならない（福田，2010）。そしてその結
果，たとえ単位を落としたり留年することがあったとしても，この経験が自ら
支援を受けることの必要性を認識させることに繋がるであろう。むしろ何も本
人に問題意識を抱かせないままで卒業させてしまうことの方が本人にとって不
利益なことであると思われる。
ただ，授業担当者が本人への対応に非常に苦慮していたり，実習系の科目な
どで事故や学外施設に迷惑をかける恐れがある状況においては，緊急避難的に
本人に気づかれない形で支援が行われる場合もある。しかしながら，こうした
支援はあくまでも一時的なものであるという認識を周囲はもっておく必要があ
る。なぜなら，問題が一時的にせよ生じなくなることで，担当者が持っている
問題意識が徐々に薄れていってしまうからである。やはり最終的には本人の自
己理解を促すために必要なことは何かといった視点を周囲の者は持ち続けなく
てはならない。
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5．ピア・サポート制度に関わる課題
ピア・サポート制度とは，支援が必要な学生が同じ身分である学生からさま
ざまな支援を受けることができる制度のことである。具体的には，履修登録や
レポート作成，定期試験の勉強方法といった問題について助言やアドバイスが
提供され，場合によっては一緒に活動に取り組んだり，各種手続きの際に付き
添ってもらうといった支援が行われる場合もある。
こうしたピア・サポート制度の利点としては，同じ年代・身分の学生に気軽
にわからないことや知りたいことを質問したり，意見を聞いたりできるという
点が挙げられる。相手が教員や職員であった場合，質問する側もどの程度まで
踏み込んだ質問をしても良いかわからず，そのために聞きたいことが全く質問
できなかったり，逆に質問される側も，立場上踏み込んだ発言ができないため
に，表面的な回答しかできないといった事態が生じることがある。
これに対し，ピア・サポーターからは教員や職員からは聞けないような，学
生の本音の意見や情報を入手できたり，学生の立場でしか気がつかないような
部分での支援を受けることもできる。たとえば，授業履修登録などではシラバ
スの内容には載っていない教員の人柄や授業の雰囲気や様子，また単位の取得
状況など，学生の「生の意見」を入手することが可能となる。
ただし，ピア・サポート制度を設ける場合にはいくつか注意すべき点が挙げ
られる。その一つは，ピア・サポーターに対する支援体制を別途整備しておく
必要があるという点である。基本的に，ピア・サポーターに登録を希望してく
る学生は，ボランティア活動やヒューマンサービスに興味のある者が多く，一
生懸命にこうした活動に取り組む傾向がある。しかしながらこうした真面目さ
は，かえって何らかの問題が生じたときに，自分一人で問題を丸抱えしてしま
ったり，あるいは問題が生じたこと自体を自分の非と捉えてしまって，他者に
相談しないまま過ごしてしまうという事態を招くことがある。さらに，断るこ
とが苦手な者や，支援対象者や関係者から何か自分が要求された場合にはそれ
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に応えなければならないと考える者は，支援対象者の学生から自らの許容量を
超えた希望や要望が出された際に，そうした要求をそのまま受け入れてしま
い，自らを追い込んでしまうことがある。その結果，燃え尽き症候群のような
状態に陥ってしまい，ピア・サポーターを辞めるだけでなく，本人の日常生活
や学生生活に悪影響が出てくる場合もある。
また，アスペルガー障害や高機能自閉症といった広汎性発達障害をもつ支援
対象学生の中には，相手が困惑していたり，疲弊していることに気がつくこと
が苦手な者もおり，「困ったときには○○さん」といった問題解決思考の様式
で，何かにつけて依存的に接してくる場合もある。もちろん，支援対象学生自
身には悪気はなく，単に自分が困っているから対応を求めてくるのであるが，
そうした自分の困っている状況をうまく言葉に表現できず，それでも対応を求
めてピア・サポーターに近づく場合には，ピア・サポーターの方は支援対象学
生が訴える内容が理解しにくいだけに，より一層困惑を感じると同時に，そう
した問題や訴えを理解できない自分の能力の低さを責めてしまうこともある。
さらにはそうした対応を求めてくる支援対象学生に対してさえネガティブな印
象を抱いてしまう恐れも出てくる。
こうした問題を回避するためには，まず初めにピア・サポーターに対する事
前指導を行い，さまざまな支援対象となる障害の特性について講義形式で説明
するほか，どこまでが自らが対応すべき支援範囲となるのか，その枠組みを意
識させておかなくてはならない。このうち，障害特性に関する説明では，単に
行動特徴を説明するだけでなく，支援開始後に予想される事態とその対応法に
ついても具体的に伝えていく必要がある。特に，ピア・サポーターとなる学生
は比較的障害について学ぶ機会が多いと思われる福祉，教育，心理系の学生だ
けではなく，理工系，社会科学系など幅広い学部からも集まってきており，授
業等でそうした障害について学んだ経験のない学生も多く含まれている。そう
した学生に対して単に障害特性や行動特徴を伝えても，かえって自分では対応
できないといった印象や支援に対する不安感を抱かせてしまう恐れがある。む
しろ障害名やその行動特徴を伝えるよりも，そうした障害学生がどのような場
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面で困難さを感じ，不適応な状態に陥ってしまうのかを理解し，その上でそう
した問題にどのようにピア・サポーターが支援できるのかについて具体的な対
応方法を伝えていくことが必要である。こうした説明を行った方が，ピア・サ
ポーター自身に自己効力感を生じさせ，より積極的に支援を行おうとする意識
を生み出すことができると考えられる。
次に支援範囲の意識化に関しては，第一に「自分の能力的，精神的，体力
的，時間的余裕を超えた支援は行わない」という点を伝えていくことが挙げら
れる。特にヒューマンサービスを行う人間が陥りやすい燃え尽き状態を避ける
ためにも，自分自身が余裕を持てる範囲で支援を行うよう伝えていくことが必
要である。また，支援とは必要な範囲内で行うべきものであるという点も伝え
ていかなければならない。基本的に支援とは，支援対象者が困る事態に対して
のみ行われるべきものであって，本来困っていなかったような部分や，自分で
対処できていた部分など，支援対象者の日常生活や学習活動の全てを対象とす
るものではない。しかし，支援対象者の中には支援を受けていく中で徐々に依
存性を高めていってしまう者もいる。これは支援対象者だけでなく，そうした
依存性を高めてしまうような支援を行った者にも責任があるが，支援の初心者
はどうしても「頑張り過ぎる」傾向があるために，こうした状況に陥りやす
い。従ってピア・サポーターとなる最初の段階において，不必要な支援を行わ
ないよう指導していかなければならない。これは具体的には「合理的配慮」と
いう概念を彼らに伝えていく作業となるだろう。
そしてピア・サポーターとしての活動が開始された後も，定期的にピア・サ
ポーターを集めた懇談会を実施したり，本人自身が判断に困るような状況や対
応に困る場合が生じたときには直ちに連絡をとって指示を仰ぐことができるよ
うな，職員側の体制を整えておく必要がある。従って，ピア・サポート制度を
導入する場合には，決してピア・サポーターに支援を丸投げするのではなく，
むしろ職員（主に支援コーディネーター）の方から積極的に声かけをして，問
題が生じていないか確認し続けることが求められる。
さらに，ピア・サポーター同士，支援対象学生とピア・サポーター，支援対
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象学生同士といった複数の交流がもたれるような交流スペースを支援担当事務
室内に設置しておくこともピア・サポーター支援の観点から望ましいこととい
える。こうした交流スペースを設けることによって，支援対象学生とピア・サ
ポーターの間に閉鎖的な関係が生じることを防ぎ，学生相互に開放的な雰囲気
の中で支援のあり方について検討を重ねることができる。さらに，支援担当事
務室内にそうしたスペースを設けることで，職員の目から学生間の関係に問題
を感じた際にすぐに介入することも可能となる。
いずれにせよ，ピア・サポート制度を導入する際には，大学側はピア・サポ
ーターとなる学生が自責感を抱いたり，孤立したりさせないような工夫を導入
するとともに，常に彼らが問題を抱え込んでいないか配慮をし続ける必要があ
る。
6．最 後 に
以上，大学における発達障害学生に対する支援の課題として，入学時におけ
る特別措置に関わる課題，入学後の単位認定に関わる課題，ノートテイクにつ
いての課題，支援を望まない学生や保護者に関する課題，そしてピア・サポー
ト制度に関わる課題という 5つの課題を紹介し，その対策について考えてき
た。これら 5つの課題において共通することとは，やはり「合理的配慮」と
いう枠組みをいかに設定し，適切に対応していくかという点であろう。この合
理的配慮という概念は福祉的観点や教育的観点とは決して矛盾するものではな
く，発達障害という障害を抱えていたとしても，社会において適応的に生活し
ていけるためのさまざまな経験則を学んでいく上で，むしろ現実的かつ具体的
な示唆を本人及び関係者に与えうるものだといえる。ただ，当然社会の認識や
体制も年々変化していくものであるため，発達障害者支援において何が「合理
的」なのかを支援者側は常に考えておく必要がある。
なお，大学における発達障害者支援における課題としては今回指摘したもの
以外にも，友人関係や社会生活，課外活動，そして就労支援等，まだまだ検討
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していかなければならないものが多く残されており，多くの大学が手探り状態
で支援方法や支援体制を整備しているのが現状である。支援の内容は対象とな
る学生によって様々であり，また支援を行う大学の実情によっても大きく変わ
ってくるのは当然である。大切なのはそうした様々な支援の事例を各大学が共
有していくことと，問題や状況に応じて臨機応変にアレンジした形で支援が実
施できるように研修を積み重ねていくことであろう。
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